
25

週刊　 （第三種郵便物認可）30．12．24　 No. 3389

�会計基準等�

収益認識

■トピックスプラス　ここが変わる！　収益認
識の会計・税務

第１回　商品券〜非行使部分の取扱いに
留意 3365（7 / 2）

第２回　重要な金融要素，該当取引を確
認 3366（7 / 9）

第３回　受取り対価と資産の価額 3368（7/23）
第４回　本人と代理人〜小売業の例 3368（7/23）
第５回　共通商品券の取扱い 3371（8/20）

第６回　工事契約 3376（9/24）

第７回　ポイント制度 （1）ポイント制
度の仕組み 3384（11/19）

第８回　ポイント制度 （2）自社ポイン
ト① 3386（12/3）

第９回　ポイント制度 （3）自社ポイン
ト②・他社ポイント 3389（12/24）

収益認識会計基準を上場２社が早期適用
 3388（12/17）

収益認識会計基準の早期適用予定，上場
17社が開示 3389（12/24）

経財ニュース・トピックス

企業結合

ASBJ　企業結合基準と結合分離指針の
改正案を公表 3372（8/27）

金融商品

ASBJ　金融商品に関する会計基準　検
討範囲の表現等を議論 3366（7 / 9）

ASBJ　金融商品会計基準の改正　早け
れば８月に意見募集へ 3370（8 / 6）

ASBJ　金融商品会計基準改正の意見募
集文書を公表議決 3373（9 / 3）

ASBJ　時価の定義及びガイダンスに関
する基準開発に向け議論 3378（10/8）

ASBJ　その他有価証券のＢ/Ｓ価額に月
中平均価額を認めず 3380（10/22）

ASBJ　第三者提供価格　金融機関と一
般事業会社の区別を議論 3385（11/26）

在外子会社等

ASBJ　在外子会社等の会計処理　修正
項目を追加 3375（9/17）

ASBJ　改正実務対応報告第18号等を公
表 3376（9/24）

総合索引
30 No.3365 ～3389

７月～ 12月

年
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税効果

ASBJ　税効果会計の追加論点を検討 
 3369（7/30）

改正税効果会計基準の早期適用事例 
 3370（8 / 6）

有償新株予約権

有償新株予約権，付与日が３月以前なら
経過的取扱いも 3368（7/23）

有償新株予約権，実務対応報告適用後に
15社が発行決議 3378（10/8）

有償新株予約権，36号適用68社のうち
66社が経過的取扱い 3386（12/3）

リース

ASBJ　IFRS第16号「リース」適用に係
る追加コストを検討 3367（7/16）

ASBJ　オペリースの資産および負債認
識に賛否両論 3370（8 / 6）

リース事業協　リース基準，「IFRSと整
合性図る必要性なし」との見解 3370（8 / 6）

ASBJ　IFRS16号，リース期間見積りが
困難との意見も 3373（9 / 3）

ASBJ　オペリースのオンバラ化，「有利
子負債がより明確に」との声も 3380（10/22）

開示関連

FASF　「見積りの不確実性の発生要
因」等を開示するか検討 3369（7/30）

FASF基準諮問会議　「見積りの不確実
性の発生要因」等の開示をASBJに提
言へ 3384（11/19）

ASBJ　注記情報充実について検討へ 
 3387（12/10）

その他

中小会計指針の改正案公表，税効果基準
等に対応 3382（11/5）

�国際会計基準（IFRS）等�

IFRS任意適用

IFRS任意適用企業の拡大促進のいま 
 3368（7/23）

IFRS15号（顧客との契約から生じる収益）

本誌　IFRS15号の早期適用会社は13社
に 3373（9 / 3）

IFRS17号（保険契約）

IASB　IFRS17号「保険契約」適用時期
の１年延期を提案へ 3385（11/26）

修正国際基準（JMIS）

ASBJ　IFRS16号を「削除又は修正」し
ないJMIS改正案に賛否 3381（10/29）

その他

IASB　のれん減損テストの緩和措置を
検討へ 3374（9/10）

�監査・レビュー�

金融庁

監査基準の改訂　「監査上の主要な検討
事項」を記載へ 3367（7/16）

金融庁　「監査上の主要な検討事項」記
載のため府令整備へ 3377（10/1）

金融庁　無限定以外の場合や交代理由の
説明など幅広に議論 3383（11/12）

金融庁・監査情報充実懇　監査報告書以
外での説明や監査人交代時の開示など
議論 3387（12/10）
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日本公認会計士協会（JICPA）

JICPA　会計処理の検討に関する留意事
項等を追加 3366（7 / 9）

JICPA　KAM　東証一部上場企業は
2020年３月期から適用を 3369（7/30）

JICPA　KAMの決定や記載内容に関す
る適用指針等を提案 3381（10/29）

JICPA　財務諸表監査等に関連する監基
報など６本を改正 3381（10/29）

JICPA　新たな監査技法の導入に向けた
諸課題等を提示 3382（11/5）

JICPA　AQIに関する研究報告　確定版
公表 3386（12/3）

公認会計士・監査審査会（CPAAOB）

CPAAOB　ガバナンス・コードによる
態勢も検査の観点に 3365（7 / 2）

CPAAOB　不備の背景説明やグループ
監査等の記載を充実 3371（8/20）

会計士試験　３年連続で合格者増 3385（11/26）

その他

監査役協　会計監査人との連携　CG
コード等を踏まえた対応求める 3372（8/27）

厚労省　社会福祉法人の会計監査に関す
る調査実施 3384（11/19）

�ディスクロージャー�

金商法開示

金融庁・金融審　企業情報の開示に関す
る適切な制度整備等を期待 3365（7 / 2）

金融庁　第40回金融審議会総会・第28
回金融分科会合同会合を開催〜ディス
クロWGの検討結果等を報告 3381（10/29）

有報等に「監査法人の継続監査期間」等
を記載へ 3383（11/12）

金融庁　監査証明に関する内閣府令等を
一部改正 3387（12/10）

取引所開示

個人株主数は初めて5,000万人の大台へ 
 3366（7 / 9）

東証　IFRS適用会社　検討中含めると
時価総額５割超える 3371（8/20）

東証　上場制度の見直しに着手 3382（11/5）

その他

アナリスト協会　FDルールや非財務情
報も評価項目に 3380（10/22）

週間「適時開示」ニュース

（６/19 〜６/25） 3365（7 / 2）

（６/26 〜７/２） 3366（7 / 9）

（７/３〜７/９） 3367（7/16）

（７/10 〜７/16） 3368（7/23）

（７/17 〜７/23） 3369（7/30）

（７/24 〜７/30） 3370（8 / 6）

（７/31 〜８/６） 3371（8/20）

（８/７〜８/20） 3372（8/27）

（８/21 〜８/27） 3373（9 / 3）

（８/28 〜９/３） 3374（9/10）

（９/４〜９/10） 3375（9/17）

（９/11 〜９/17） 3376（9/24）

（９/18 〜９/24） 3377（10/1）

（９/25 〜 10/１） 3378（10/8）

（10/２〜 10/８） 3379（10/15）

（10/９〜 10/15） 3380（10/22）

（10/16 〜 10/22） 3381（10/29）

（10/23 〜 10/29） 3382（11/5）

（10/30 〜 11/５） 3383（11/12）

（11/６〜 11/12） 3384（11/19）

（11/13 〜 11/19） 3385（11/26）

（11/20 〜 11/26） 3386（12/3）
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（11/27 〜 12/３） 3387（12/10）

（12/４〜 12/10） 3388（12/17）

（12/11 〜 12/17） 3389（12/24）

�会社法�

法務省　会社計算規則を改正へ，収益認
識に関する注記を追加 3370（8 / 6）

法制審　会社法制見直しに関する要綱案
のたたき台を検討 3377（10/1）

法務省　会社計算規則を改正，「収益認
識に関する注記」追加 3380（10/22）

法制審　会社法制の見直しに関する要綱
案の方向性固まる 3382（11/5）

株主総会議決権の基準日変更，全株懇調
査では０社 3385（11/26）

取締役報酬等の決定方針，会社法で義務
付けへ 3387（12/10）

�コーポレート・ガバナンス�

東証　独立社外取締役「２名以上」東証
一部で９割超え 3371（8/20）

経産省　CGSガイドラインを改訂 3379（10/15）

�企業動向�

本誌調査

非財務情報の充実，改正開示府令等の適
用事例 3365（7 / 2）

2018年上半期　IPOは40件 3366（7 / 9）

会計方針の変更　2017年４月〜 2018
年２月期に29社・30件 3367（7/16）

本誌調査　開示すべき重要な不備　
2017年４月期〜 2018年３月期に28
社 3372（8/27）

本誌調査　GC注記，2017年４月期〜
2018年３月期は30社 3372（8/27）

会計方針の変更，2018年３月期に79
社・84件 3374（9/10）

2018年３月期の会計方針の変更，約４
割が遡及適用 3375（9/17）

ポイント引当金　2017/４〜 2018/３
期に200社超が計上 3375（9/17）

2019年３月期1Q　27社が定額法へ変
更 3376（9/24）

有形固定資産の科目表示を共通化した事
例 3377（10/1）

会計上の見積りの変更　2018年３月期
は158社・168件 3379（10/15）

2018年３月期　減損損失の計上状況と
注記事例 3379（10/15）

本誌調査　2018年３月期有報の訂正報
告書は133社・142件 3384（11/19）

課徴金等

証券監視委　売上過大計上で２件の課徴
金納付命令勧告 3370（8 / 6）

証券取引等監視委員会　2017事務年度
の課徴金納付命令勧告は３件 3376（9/24）

週刊M&Aニュース

（2018/６/16 〜 2018/６/22） 3365（7 / 2）

（2018/６/23 〜 2018/６/29） 3366（7 / 9）

（2018/６/30 〜 2018/７/６） 3367（7/16）

（2018/７/７〜 2018/７/13） 3368（7/23）

（2018/７/14 〜 2018/７/20） 3369（7/30）

（2018/７/21 〜 2018/７/27） 3370（8 / 6）

（2018/７/28 〜 2018/８/３） 3371（8/20）

（2018/８/４〜 2018/８/17） 3372（8/27）

（2018/８/18 〜 2018/８/24） 3373（9 / 3）

（2018/８/25 〜 2018/８/31） 3374（9/10）

（2018/９/１〜 2018/９/７） 3375（9/17）
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（2018/９/８〜 2018/９/14） 3376（9/24）

（2018/９/15 〜 2018/９/21） 3377（10/1）

（2018/９/22 〜 2018/９/28） 3378（10/8）

（2018/９/29 〜 2018/10/５） 3379（10/15）

（2018/10/６〜 2018/10/12） 3380（10/22）

（2018/10/13 〜 2018/10/19） 3381（10/29）

（2018/10/20 〜 2018/10/26） 3382（11/5）

（2018/10/27 〜 2018/11/２） 3383（11/12）

（2018/11/３〜 2018/11/９） 3384（11/19）

（2018/11/10 〜 2018/11/16） 3385（11/26）

（2018/11/17 〜 2018/11/23） 3386（12/3）

（2018/11/24 〜 2018/11/30） 3387（12/10）

（2018/12/１〜 2018/12/７） 3388（12/17）

（2018/12/８〜 2018/12/14） 3389（12/24）

�学会・セミナー�

日本監査研究学会　第40回東日本部会
を開催 3369（7/30）

青山学院大学　第16回「会計サミット」
を開催 3369（7/30）

ASBJ　収益認識の会計・税務をテーマ
にオープン・セミナー 3369（7/30）

JICPA　公認会計士制度70周年記念式
典を開催 3370（8 / 6）

日本監査研究学会　第41回全国大会を
開催 3375（9/17）

JICPA　第39回研究大会を徳島で開催 
 3376（9/24）

ACFE JAPAN　カンファレンスで経営
者不正に視点 3380（10/22）

日本内部統制研究学会　第11回年次大
会開催 3380（10/22）

日本経営分析学会・日本ディスクロー
ジャー研究学会が連合大会 3380（10/22）

早稲田大学　OB・OGによる「トップ
対談」を開催 3385（11/26）

JICPA　社外役員特別セミナー開催，役
割など議論 3386（12/3）

IFRSセミナー開催　開示の改善につい
て議論 3387（12/10）

�その他�

JICPA東京会　広報・社会貢献活動等の
取組みを報告 3365（7 / 2）

金融庁　発足後初の大規模組織再編 
 3367（7/16）

JICPA　「公認会計士の日」大賞に辻山
栄子氏 3369（7/30）

国税庁調査　2017年分の民間平均給与
　女性は過去最大に 3377（10/1）

トーマツ　「企業の不正リスク調査白
書」を公表 3379（10/15）

本誌が選ぶ　2018年“経財”５大ニュー
ス 3389（12/24）

2018年に公表・公布・改正された会計
関連の重要法規 3389（12/24）
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ミニファイル

�会計基準等�

収益認識

商品券の死蔵 3377（10/1）

値引きの配分 3378（10/8）

金融商品

公正価値のレベル別開示 3379（10/15）

月中平均価額 3381（10/29）

時価のガイダンス等の適用範囲 3382（11/5）

第三者提供価格 3385（11/26）

金融商品の四半期開示 3388（12/17）

税効果

その他有価証券の評価差額の回収可能性
 3366（7 / 9）

のれんと税効果会計 3372（8/27）

評価性引当額の注記 3374（9/10）

中間財務諸表等の税効果計算 3380（10/22）

繰越外国税額控除の税効果 3386（12/3）

12月決算会社の改正税効果基準 3388（12/17）

連結財務諸表

親子会社間の決算期ズレ 3366（7 / 9）

実務対応報告第18号等の改正 3369（7/30）

改正実務対応報告第18号の影響 3376（9/24）

会計方針の変更

減価償却方法の統一 3368（7/23）

会計方針の変更と税効果の会社分類
 3369（7/30）

減損

のれんの償却と減損 3373（9 / 3）

減損処理と割引率 3379（10/15）

企業結合

返還の場合の条件付取得対価 3373（9 / 3）

リース

セール・アンド・リースバック取引
 3376（9/24）

�監査・レビュー�

会計監査の信頼性向上への取組み 3367（7/16）
意見の根拠 3378（10/8）

内部統制監査意見 3380（10/22）

KAMの海外動向 3383（11/12）

KAMの適用範囲 3383（11/12）

継続企業の前提と改訂監査基準 3384（11/19）

継続監査期間の記載 3384（11/19）

監査対象の範囲 3386（12/3）

AQIの意義 3387（12/10）

�ディスクロージャー�

金商法開示

EDINETと公衆縦覧期間 3365（7 / 2）

有報の提出期限延長 3368（7/23）

四半期開示制度の見直し 3370（8 / 6）

リスク情報の開示 3375（9/17）

表示方法の変更 3377（10/1）

開示の一元化と一体的開示 3382（11/5）

役員報酬に係る情報開示の拡充 3385（11/26）

見積りの不確実性の発生要因 3389（12/24）
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取引所開示

IFRS任意適用と適時開示 3370（8 / 6）

SOの適時開示 3387（12/10）

�会社法�

株主提案権の制限 3371（8/20）

�コーポレート・ガバナンス�

適時開示体制の概要 3371（8/20）

任意の指名・報酬委員会の設置 3372（8/27）

改訂CGコードへの対応 3389（12/24）

�その他�

譲渡制限付株式報酬制度 3365（7 / 2）

会計基礎教育の歴史 3367（7/16）

TCFD 3374（9/10）

FICE DP 3375（9/17）

株主数基準 3381（10/29）

解説

�収益認識�

・「収益認識に関する会計基準」の公表に伴う財務諸表等規則等の改正について 3365（7 / 2）

金融庁総務企画局企業開示課　課長補佐　小作 恵右
　専門官　江本 卓也

係長　羽賀 宏行
・「収益認識に関する会計基準」等への包括的対応のためのチェック項目 3371（8/20）

公認会計士　山田 善隆

■収益認識基準に対応した法人税基本通達のポイント
第１回　新しい法人税法と基本通達の構造 3373（9 / 3）

第２回　収益の計上単位に関する新たな取扱い 3379（10/15）

第３回　収益計上額に関する新たな取扱い 3384（11/19）

和田倉門法律事務所　弁護士・税理士　石井 亮

■図解と事例で学ぶ！収益認識基準
第１回　収益認識基準の概要 3372（8/27）

第２回　契約と売上 3374（9/10）

第３回　売上の単位 3376（9/24）

第４回　売上の単位（２） 3378（10/8）

第５回　いくら売上になる？（１） 3380（10/22）
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第６回　いくら売上になる？（２） 3382（11/5）

第７回　いくら売上になる？（３） 3384（11/19）

第８回　いくら売上になる？（４） 3385（11/26）

第９回　いつ売上になる？（１） 3387（12/10）

第10回　いつ売上になる？（２） 3389（12/24）

公認会計士・税理士　内田 正剛

�税効果会計�

■押さえておきたい！改正税効果会計基準
第１回　改正の全体像 3368（7/23）

第２回　繰延税金資産の回収可能性 3370（8 / 6）

第３回（最終回）　開示及びその他の改正 3373（9 / 3）

有限責任 あずさ監査法人　前田 啓

�金融商品�

・「金融商品に関する会計基準の改正についての意見の募集」について 3381（10/29）

企業会計基準委員会　専門研究員　山田 哲也

■金融商品会計基準の改正について
有限責任 あずさ監査法人

（上）基準改正の背景・動向 3381（10/29）

堀 洋彰

（中）一般事業会社の適用上の課題 3383（11/12）

中川 祐美

（下）金融機関の適用上の課題・IFRS第９号「予想信用損失」 3384（11/19）

太田 実佐

�会計実務�

■厳選！現場からの緊急相談Ｑ＆Ａ
有限責任監査法人トーマツ
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第52回　組合等の出資者側の会計処理 3368（7/23）

嶋崎 正康

第53回　連結未実現損益消去（その１） 3375（9/17）

待鳥 益男

第54回　本社移転に係る会計処理上の留意点 3379（10/15）

河合 厚治

第55回　連結未実現損益消去（その２） 3382（11/5）

待鳥 益男

第56回　連結決算手続における在外子会社および在外関連会社の会計処理 3386（12/3）

吉岡 礼

■いまさらきけない会計基準等と実務のポイント
第19回　子会社株式の追加取得による連結修正仕訳（資本連結手続） 3365（7 / 2）

第20回（最終回）　 会計方針の変更 3388（12/17）

EY新日本有限責任監査法人　安福 健也

■会計不正の構造
【file14】事実の隠ぺいに基づく架空売上計上 3365（7 / 2）

【file15】海外子会社の架空取引 3385（11/26）

■経理のためのエクセル実践講座
第２回　３つの場面を効率的につなぐデータベース〜作る有形編１ 3366（7 / 9）

第３回　ファイルと表の作成〜作る有形編２ 3369（7/30）

第４回　コントロールとチェック〜作る有形編３ 3372（8/27）

第５回　色と関数〜作る有形編４ 3377（10/1）

第６回　ショートカット〜作る無形編１ 3380（10/22）

第７回　無形テクニック全般〜作る無形編２ 3385（11/26）

第８回　フォルダ管理〜使う１ 3388（12/17）

管理会計ラボ株式会社　代表取締役・公認会計士　梅澤 真由美

■その他
・仮想通貨やICOに関する会計実務 3379（10/15）

有限責任 あずさ監査法人　関口 智和
・PPA の時価評価の範囲について 3389（12/24）

Stand by Ｃ　公認会計士・税理士　角野 崇雄
・PL脳は病なのか－ファイナンス思考と会計－ 3389（12/24）

大阪市立大学名誉教授／駒澤大学教授　石川 純治
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�海外事情�

ロシアのハッカーが米国会計事務所を狙っている，企業の「のれん」とリスク，その他 
 3365（7 / 2）

デジタルによる変革と財務・経理，SECの内部通報制度改訂，その他 3366（7 / 9）

財務・経理マンが小説で何を学べるか，これから労働コストが高騰する，その他 3367（7/16）

激しい変動がある時代での成長予測，Big4からBig3へAA的崩壊の恐れ，その他 3368（7/23）

今後数年内に多くの不正会計が露見か，能力を高める習慣づけ，その他 3369（7/30）

人工知能から会計知能へ，人材流出を減らす５ステップ，その他 3370（8 / 6）

経営に役立てるブロックチェーン，関税引き上げによる売上の影響，その他 3371（8/20）

財務業務のために企業家精神を再定義，四半期決算制度が廃止？，その他 3372（8/27）

贈収賄などで留意すべき主要５項目，米国2017年CPA試験結果の概要，その他 3373（9 / 3）

業務会議の簡素化，米国での給与水準，その他 3374（9/10）

明瞭な記述が経理マンの存在感を増す，監査で関与先の危険信号発信，その他 3375（9/17）

明日の世界金融の中心都市，企業買収後の内部統制監査と株価収益率，その他 3376（9/24）

投資家は監査人を信頼するも市場には不信感，司法省Teslaを不正で捜査，その他 3377（10/1）

汚いカネに狙われた監査人，2019年マネジメント会計従事者の給与アップ，その他 3378（10/8）
取締役会は破壊的リスクを管理可能，財務部門の最優先事項，その他 3379（10/15）

若手財務専門職者のAIについての意識，変化する世の中での企業価値評価，その他 3380（10/22）
世界のブランド資産価値は50兆ドル，PCAOBの元検査官懲役か，その他 3381（10/29）

監査経験者の経営者は決算操作しがち，不正会計は割に合う，その他 3382（11/5）

監査委員会の開示比率が増加，10年以内に監査は不要となる，その他 3383（11/12）

多くの企業で採用した収益認識の記載方法がリスキー，IRSの監査結果，その他 3384（11/19）

必要とされるスキルの変化と対応，SEC四半期決算見直し検討，その他 3385（11/26）

新リース会計基準でどうなる，英国：監査体制の将来，その他 3386（12/3）

SECがAmazonの収益認識に質問，ITでBig4の競争優位が揺らぐか？，その他 3387（12/10）

GEなどに司法省及びSECが調査，キャリア目標の設定と達成，その他 3388（12/17）

Big4でのパートナー解雇について，公開企業の監査報酬の上昇率が高まる，その他 3389（12/24）
公認会計士　飯田 信夫

■世界の会計事務所から
第19回　ブラジル　日系企業が直面する会計・税務の論点 3365（7 / 2）

KPMGブラジル　カンピーナス事務所　菊元 崇
第20回　ニュージーランド　世界の果てでのグループガバナンス 3370（8 / 6）

KPMGオークランド事務所　月峯 聡子
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第21回　オーストラリア　税務文書提出遅延に係る罰金が100倍に 3377（10/1）

KPMGオーストラリア　シドニー事務所　黒葛原 啓一
藤岡 義博 

メルボルン事務所　都丸 亮太

�国際会計基準（IAS/IFRS）関係�

・IFRS第15号早期適用会社の開示に見る基準適用状況の分析 3386（12/3）

公認会計士　山田 善隆

■IFRS16号「リース」適用の留意事項
第１回　新リース会計基準の概要 3375（9/17）

第２回　リースの定義とリース構成要素の区分 3378（10/8）

第３回　不動産の借手に関する留意事項 3380（10/22）

第４回　個別論点（少額資産リースと短期リース等） 3383（11/12）

第５回（最終回）　表示と開示，財務指標への影響 3387（12/10）

EY新日本有限責任監査法人　小山 智弘

■IFRS第17号『保険契約』の適用に向けて
第３回　2018年９月開催TRGの解説 3384（11/19）

有限責任 あずさ監査法人　蓑輪 康喜
山下 光

■Ｑ＆Ａコーナー　気になる論点
（218）　IASBの概念フレームワークの改正（７） 3366（7 / 9）

（219）　IASBの概念フレームワークの改正（８） 3368（7/23）

（220）　負債と資本の区分（１） 3370（8 / 6）

（221）　負債と資本の区分（２） 3372（8/27）

（222）　負債と資本の区分（３） 3374（9/10）

（223）　負債と資本の区分（４） 3376（9/24）

（224）　負債と資本の区分（５） 3378（10/8）

（225）　負債と資本の区分（６） 3380（10/22）

（226）　金融商品会計基準の検討（１） 3382（11/5）

（227）　金融商品会計基準の検討（２） 3384（11/19）

（228）　FASBの概念フレームワーク改正（１） 3386（12/3）

（229）　FASBの概念フレームワーク改正（２） 3388（12/17）

早稲田大学大学院　会計研究科　教授　秋葉 賢一
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■IFRSをめぐる動向
PwCあらた有限責任監査法人

第107回　法人所得税以外の税金に係る支払 3367（7/16）

鈴木 理加

第108回　動的リスク管理の検討状況（その２） 3371（8/20）

川端 稔

第109回　開示に関する取組みの最近の動向 3379（10/15）

井上 雅子

第110回　保険契約に関する検討状況 3385（11/26）

川端 稔

第111回　IAS第23号「借入コスト」に関する適用上の論点（土地に係る借入コスト） 
 3387（12/10）

矢農 理恵子

■世界のIFRS適用事例
Case11　会計期間が１年間ではない企業 3365（7 / 2）

�ディスクロージャー�

・アナリストの視点から見た非財務情報の有効活用 3381（10/29）

日本格付研究所　審議役兼チーフ・アナリスト　水口 啓子
・「開示検査事例集」（平成30年９月公表）について 3389（12/24）

証券取引等監視委員会事務局開示検査課　課長補佐　伊藤 公祐

■事例から学ぶ適時開示
東京証券取引所　上場部開示業務室ディスクロージャー企画グループ

第３回　発生事実に係る不適正な開示の事例・留意事項 3366（7 / 9）

藤澤 明子

第４回（最終回）　決算短信等及びその他の情報に係る不適正な開示の事例・留意事項 
 3373（9 / 3）

斎藤 裕哉
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�監査�

・「監査上の主要な検討事項」の導入等に関する監査基準の改訂について 3371（8/20）

金融庁企画市場局企業開示課　課長補佐　高橋 敦子 
　課長補佐　井上 健太郎 

　専門官　林 健一
・公認会計士・監査審査会の最近のモニタリング活動について 3373（9 / 3）

公認会計士・監査審査会事務局　審査検査室長　梅本 慶治
・監査事務所検査における最近の指摘事例について 3374（9/10）

公認会計士・監査審査会事務局　審査検査室長　梅本 慶治
・「次世代の監査への展望と課題」の解説 3387（12/10）

有限責任 あずさ監査法人　紫垣 昌利

�会社法�

・会社計算規則の一部を改正する省令（平成30年法務省令第27号）の解説 3388（12/17）

法務省民事局付　藺牟田 泰隆
邉 英基

青野 雅朗

坂本 佳隆 
法務省民事局調査員　飯嶋 めぐみ

■役員の報酬・賞与・慰労金の基本と実務Ｑ＆Ａ
＜200＞　取締役就任時の慰労金特約 3367（7/16）

＜201＞　特例有限会社における任期の定めのない取締役の解任 3387（12/10）

弁護士　小林 公明

�コラム・書評等�

■ハーフタイム
認識と行動，認識と測定 3365（7 / 2）

所有権の過去・現在・未来 3366（7 / 9）

「終わった人」と「終わらない人」を分けるもの 3368（7/23）

リズムによる学習と暗黙知 3370（8 / 6）

「実質主義」と「慎重性」の対極にあるもの 3372（8/27）
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会計にとってプラグマティズム（実用主義）とは何か 3373（9 / 3）

「支配」が会計を支配するとき 3376（9/24）

公認会計士は経済社会の名脇役？ 3378（10/8）

IFRS15における収益（Revenue）と利得（Gains） 3379（10/15）

「保守主義」と「慎重性」は同義語か，それとも… 3380（10/22）

過剰債務の原因と結果とこれからの課題 3381（10/29）

経済実態重視と現場主義による管理会計の再構築 3384（11/19）

ビジネスモデルは会計測定の決め手になるか 3385（11/26）

法（law）に近づくIFRSの会計概念 3387（12/10）

のれんの減損はなぜ遅れるか 3388（12/17）

■書評
監査の品質に関する研究会 編　『監査の現場からの声〜監査品質を高めるために』 3374（9/10）

日本公認会計士協会前会長　森公 高
越智　信仁 著　『社会的共通資本の外部性制御と情報開示―統合報告・認証・監査のイン

センティブ分析』 3384（11/19）

日本大学経済学部　教授　古庄 修
青山学院大学大学院会計プロフェッション研究センター編　『青山アカウンティング・レ

ビュー　第８号―収益の認識他―』 3385（11/26）

PwCあらた有限責任監査法人　PwCあらた基礎研究所　主任研究員　野村 嘉浩
Sean Stein Smith 著　伊藤和憲・小西範幸　監訳『戦略的管理会計と統合報告』 3385（11/26）

日本商事仲裁協会大阪事務所　所長　神藤 浩明

■学会記
２つの国際会議探訪（上）　第20回世界会計士会議報告 3387（12/10）

２つの国際会議探訪（下）　第13回世界会計教育・研究者会議報告 3388（12/17）

大原大学院大学　教授　八田 進二
青山学院大学大学院　教授　橋本 尚

�インタビュー�

■インタビュー
・不正防止に向けCFEの知見活用を 3367（7/16）

日本公認不正検査士協会　理事長　藤沼 亜起 氏
・会計基礎教育に関する実態等の調査について 3369（7/30）

関西大学大学院会計研究科　教授　柴 健次
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・ベトナム財務省　会計・監査監督局長にきく〜ベトナムにおけるIFRS導入について 
 3370（8 / 6）

ベトナム財務省　会計・監査監督局長　ヴ・ドゥック・チン

■わが社のIFRS15号対応　日本の収益認識基準の適用に向けたヒントをきく
第１回　富士通 3366（7 / 9）

財務経理本部　経理部　財務企画部　マネージャー　坂口 和宏
第２回　中外製薬 3369（7/30）

上席執行役員　CFO　財務統轄部門長　兼　IT統轄部門長　板垣 利明 
財務経理部　経理グループ　グループマネジャー　北川 陽子

第３回　NTTドコモ 3377（10/1）

財務部制度担当課長　馬渕 伸子 
制度担当　岡本 美智子 

制度担当　古川 拓 
制度担当主査　光岡 司郎

第４回　飯田グループホールディングス 3385（11/26）

経理部次長　仙土 徹郎

■わたしの働き方～独立公認会計士インタビュー～
Vol. ８　岡安総合会計事務所　公認会計士・税理士　岡安 俊英 3367（7/16）

�座談会等�

■有価証券報告書の使い方　アナリストの仕事と役割
第２回 3383（11/12）

エイピーエス・アセット・マネジメント　日本株主席投資責任者　河北 博光 
野村アセットマネジメント　企業調査部部長　中熊 靖和 

いちごアセットマネジメント　副社長　吉田 憲一郎 
野村総合研究所　上級研究員　三井 千絵

■経営財務×税務通信　特別座談会
新収益認識の実務－会計，法人税，消費税－《第１回》 3374（9/10）

新収益認識の実務－会計，法人税，消費税－《第２回》 3375（9/17）

新収益認識の実務－会計，法人税，消費税－《第３回》 3376（9/24）

PwC税理士法人　税理士　佐々木 浩 
企業会計基準委員会　副委員長　小賀坂 敦 
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税理士　和氣 光
税理士　成松 洋一

新日鐵住金　財務部上席主幹　合間 篤史
東武百貨店　経理部主計課係長　鈴木 美貴子

■その他
・平成30年７月豪雨により被害に遭われた皆さまへ 3367（7/16）

・平成30年北海道胆振地方中東部地震により被害に遭われた皆さまへ 3374（9/10）

・弊社の消費税率引上げへの対応について 3381（10/29）

・週刊経営財務・別冊「開示実例と傾向」の特徴と活用法 3386（12/3）

資　料

【資料①】監査基準の改訂について（意見書および監査基準）<企業会計審議会＞ 3367（7/16）

【資料②】「会計方針の変更」の開示実例<2017年４月〜 2018年２月期＞ 3367（7/16）

・お詫びと訂正（No.3379（10/15）:『会計上の見積りの変更　2018年３月期は158社・
168件』） 3380（10/22）

・お詫びと訂正（No.3376（9/24）：『図解と事例で学ぶ！収益認識基準　第３回　売上
の単位（1）』 3389（12/24）


